
◎広域機能の現状と課題  
（第 1回協議会資料抜粋）  
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■都市を支え、発展させていくためには、その集積に即した広域サービスの展開
が不可欠 
■大阪の場合、この役割を大阪府と大阪市で担っている 
  特に、狭隘な大阪府の中心に大阪市が位置する地理的特性などから、大阪
市が大きな役割を担ってきた 

【現状】 

【課題】 

■大阪府は、市域のことは基本的に大阪市との認識 
■大阪市は、大阪全体のあり方よりも、各地域の市民ニーズを重視して事業展
開 
■大阪経済の現状を踏まえ、今後、都市としての競争力を高める観点からは、     
 ⇒大阪全体としての統一戦略に基づき、企業集積を図るなど、産業政策を 
  推進すべきではないか 
 ⇒市域外も含めた大阪トータルの視点で、大阪・関西の成長・発展をめざして、  
  交通インフラの整備をすすめていくべきではないか             等々 

１ 広域機能に関する問題意識～現状と課題～ 【再掲】 
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２ 広域機能の現状ｲﾒｰｼﾞ①～成長戦略・産業施策～ 
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●これまで、各自治体が産業施策などのﾋﾞｼﾞｮﾝを描き、各々が連携、競争しながら展開してきた 
●それぞれの目標のもとに実施されるため、まちづくりや目指すべき大阪のすがたに整合が十分取れていなかったり、お互いが持つ
資源が十分に活用されていないのではないか 
●大阪全体の成長、発展を担うものがだれなのか不明確になっている 
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※府市それぞれの戦略・計画 
で集積を促進 

市は“市域”の 
成長・発展 

府は“市域外”の 
成長・発展 ﾋﾄ 

ﾓﾉ ｶﾈ 

ﾋﾄ 

ﾓﾉ ｶﾈ 

市域を含め府域ﾄｰﾀﾙ
で選択と集中により集
中投資を図るべきでは

ないか ﾓﾉ ｶﾈ 

ﾋﾄ 

２ 広域機能の現状ｲﾒｰｼﾞ②～ｲﾝﾌﾗ～ 

【これまでの政策展開イメージ】 
 

【あるべき政策展開のイメージ】 
 

●府は市域外、市は市域を前提に府市それぞれの戦略・計画で集積を促進 
●府市それぞれの戦略・計画で経営資源の集積を進めていては、投資が分散され、非効率ではないか 

【区域分断ﾊﾟﾀｰﾝ】 

ﾋﾄ 

ﾓﾉ 

ｶﾈ 

指揮官 
2人！ 

【再掲】 
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３ 広域機能の分野毎の整理（総括表）① 

1 府市それぞれで取組みを実施しており、府域全体で統一された戦略性に乏しい 

項 目 現 状 課題・問題点など 

成長戦略 
●府市それぞれで成長戦略を策定 
・府：大阪の成長戦略（H22.12） 
・市：大阪・関西の発展に向けて 
    ～大阪市経済成長戦略～ 
              （H23.2） 
 

◎戦略の基本的な方向性は整合しているが、具
体的な取組みでは一部相違あり（市戦略には
市域外に関してほぼ記載なし）。目標では成長
率は一致しているが、前提条件の設定の相違な
どから、雇用創出効果や訪日外国人数等が一
致せず 

産業政策 

●新エネルギーやバイオの分野では、
実質的に、府が事業を推進している 
（大阪市は、一部事業を行っている
が、重複レベルの域に達していない） 
 

●企業誘致やものづくりの分野では、
府市が棲み分けも含め連携している 

◎新エネルギーやバイオなど個別分野では、府が
全域で広域的な立場で施策を担っているが、逆
に大阪市域の資源やポテンシャルを十分に活用し
て、事業展開が図れていないのではないか。 
 

◎企業誘致やものづくりの分野では、府域で一元
化する方が効率的ではないか。 
 特に、企業誘致については、現状の棲み分けが
効率的・効果的か検証すべきではないか 

【再掲】 
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３ 広域機能の分野毎の整理（総括表）② 

2 区域分断的な役割分担が存在し、府域全体で統一された戦略性に乏しい 

項 目 現 状 課題・問題点など 

インフラ 

≪都市計画≫ 
●大阪府域を4つのｴﾘｱ（北部、大阪市、
東部、南部）に分割して府が都市計画区
域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを策定 

◎大阪市域を1つのｴﾘｱとして都市計画区
域を設定しているため、結果として、府は市
域外、市は市域という区域分断的な役割
分担のもと、都市づくりがすすめられているの
ではないか（名古屋都市計画区域には名
古屋市周辺市町村が含まれている） 

≪道路≫ 
●府は広域的視点から幹線道路について、
市は幹線道路と生活道路のﾊﾞﾗﾝｽを図りな
がら、住民利益を追求 

◎府市の方針の違いから、高速道路や一
般道路において、結果として、都市計画決
定や道路管理手法に考え方のｽﾞﾚが生じて
いるのではないか 
◎特に高速道路は、現状においてもﾐｯｼﾝ
ｸﾞﾘﾝｸが存在 

【再掲】 

7 



３ 広域機能の分野毎の整理（総括表）③ 

2 区域分断的な役割分担が存在し、府域全体で統一された戦略性に乏しい 

項 目 現 状 課題・問題点など 

インフラ 
（つづき） 

≪港湾≫ 
●大阪湾奥部には、神戸港、尼崎西宮芦
屋港、大阪港及び堺泉北港が相接。それ
らを神戸市、兵庫県、大阪市及び大阪府
がそれぞれで管理運営。大阪港と神戸港は
国際ｺﾝﾃﾅ戦略港湾に選定 

◎世界、とりわけｱｼﾞｱの港湾が目覚ましい
発展を続ける中、日本の港湾の地位は相
対的に低下。大阪湾の主要港湾は複数主
体で管理されており、世界と伍して競争でき
る体制になってないのではないか。都市戦略
の観点から広域的に港湾機能の強化を図
るべきではないか。その上で、選択と集中に
より、投資を重点化すべきではないか 

≪鉄道（地下鉄）≫ 
●市は、市域外延伸は府が主体性を発揮
すべきとの考え。基本的には、市域内の視
点で地下鉄を整備 
＊市地下鉄新線整備計画 
 ・5号線（南巽～弥刀） 
 ・7号線（大正～鶴町） 
 ・8号線（今里～杭全～湯里6丁目） 
 ・敷津長吉線（住之江公園～喜連瓜破） 

◎府市が広域的な視点で鉄道整備を考え
る仕組みもない状況。結果として、市域外
延伸や相互乗入れなどが進みにくくなってい
るのではないか。結果として、大阪都市圏の
成長を支える基盤整備がすすんでいないの
ではないか 

【再掲】 
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◎産業施策  
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◆問題意識 

◎Ｇ＝Ｐ、企業集積、府民所得ともに低下し、雇用も悪化。
マイナススパイラルに陥っている現状 
◎大阪の強みを活かした企業活動の活発化が必要 
◎新エネルギーやバイオなど将来の成長有望産業の関西への
集積、振興が急務 

●個々の事業分野では府市の利害が一致するところは連携 
●しかし、お互いの強みを活かした大阪全体の統一した戦略
が不在なのではないか 
 ⇒結果的に、オール大阪として、有効な対策、施策を打ち 
  出せていないのではないか 

【課題認識】 
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◇連携協調すれば解決可能か 
◇統一的な戦略のもと、一体的な政策をオペレート
（実行）できるような仕組み・制度が必要か 

①現行制度のもとで府市が連携協調を強化 
②関西広域連合に一元化（近畿経産局からの「丸
ごと」移管にあわせ府県・政令市からの事務の切り出
し） 
③広域自治体と基礎自治体の役割分担を明確化 

【今後のあり方】 

◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方～ 
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ） 

府市連携・協調の強化 
関西広域連合で 
一元的に実施 

（計画策定から施策実施まで） 

関西広域連合が計画を策定 
（大阪都市圏トータルの産業 
施策実施は広域自治体） 

概要 

・府県と政令市が役割分担、
連携を強化しながら、ツインエ
ンジンとして施策を展開 
 
・大阪府：主として大阪市域 
       外の産業政策 
・大阪市：大阪市域内の 
       産業施策 

・広域連合への丸ごと移管を目
指している近畿経済産業局の事
務とあわせ、府県の産業政策を
関西広域連合に切り出し、一体
的に実施 

・関西広域連合が関西全域の
大きな計画（ビジョン）を策定 
・広域自治体は、各経済圏の統
一的な計画（ビジョン）を作成
し、施策を実施   
・基礎自治体は地場産業等の
育成、振興 

効果 
◎制度改正をするまでもなく、
府市が協調できれば、効果
的な施策展開が図れる 

◎国の事務との一体的に施策展
開が図れる 
◎構成団体の利害が一致すれば、
関西全体での施策展開が図れる 

◎統一した計画（ビジョン）のも
とで、資源をトータルに活かすこと
ができる 
 

課題 

□これまでも府市の間で連携
の取組みはなされてきたが、
産業振興の成果が十分得ら
れていると言えるのか 

□大きな方向性は一致できる可
能性が高いが、各経済圏（京
都・大阪・神戸）の利害が異なる
場合、調整が困難になるおそれ 
 

□能力が同等レベルの府市間で役
割分担が可能か 
 府市が並列したままで、二元行政
の状態を解消できるのか 
 任意事務ではあるが、新たな制度
が必要ではないか 

12 



◆参考１：新エネルギー 

区分 大阪府 大阪市 堺市 

概要 

◆ＥＶ（電気自動車）を核とした産業振興 
  大阪EVアクションプログラムの展開 

◎初期需要創出のための環境整備 
  ・世界初となる充電インフラネットワークの 
   構築（急速23基,200V３基で運用） 
  ・＞Ｖタクシー導入補助［５０台] 
  ・＞Ｖカーシェアリング[乗り捨て利用など] 
◎大阪産＞Ｖ開発プロジェクト助成 

・カーシェアリング事業 
 
・＞Ｖ車の導入 
 
・充電事業（２００Ｖの充電設備） 

・電気バスの検討 
 
 

◆ものづくり中小企業の新エネ産業参入促進 

◎新エネ産業参入促進のための連続講座 
◎新エネ産業参入促進のための研究開発助成 

◆大阪スマートエネルギープロジェクトの推進 

◎大阪スマートエネルギーパートナーズ事業ほか 

◆「新エネルギー産業都市・大阪」ブランド発信 

◎国際会議「大阪新エネルギーフォーラム」 ◎国際会議「新エネルギーフォーラム」 ◎国際会議「新エネルギーフォーラム」 

連携・調整の状況 

＜府と大阪市、堺市の関係＞ 
・産学官で設立した「大阪＞Ｖアクション協議会」には、大阪市、堺市も参画。「大阪＞Ｖアクションプログラム」に基づき施策展開。 
・「大阪 新エネルギーフォーラム」の主催者として、行政･経済界で実行委員会を組織。大阪府とともに、大阪市、堺市も参画。 
・カーシェアリング事業については、その目的・手法、充電設備事業については、配置場所のバランスなどを考慮して設置を進めている。 

※大阪市、堺市についてはホームページ等を参考に作成。 

 大阪府では、蓄電池をはじめとする新エネルギー産業の高いポテンシャルを活かし、新エネルギー産業のイノベー
ション拠点をめざす施策を展開。 

 多様で層の厚いものづくり中小企業の新エネルギー産業分野への参入促進を図り、新エネルギー分野のオンリー
１・ナンバー１企業を育成するとともに、リチウムイオン電池の有力用途であるEVに加え、今後の成長分野であるス
マートエネルギー技術に関して、産学官連携による社会プロジェクト等を通した新市場の創出を図る。 

取組状況 
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◆参考２：ﾊﾞｲｵ 

区分 大阪府 大阪市 堺市 

施策概要 

◆臨床研究・治験環境を整備し、創薬・医療機器
等の研究開発から実用化までを促進 
  ⇒ＰＭＤＡ（医薬品医療機器総合機構）の 
    機能強化など 

◆「うめきた」におけるオープンイノベーショ
ン拠点の創設 
 ⇒革新的な製品開発・ビジネスモデル

創出支援 

◎「医療介護ロボット」の実用化促進（ロボットテクノロジーを活用した新しい医療・介護市場の創造）  

  ⇒「阪大」における研究開発   ⇒「うめきた」におけるロボットの実証実験 

◎エビデンスに基づく健康科学、予防医学分野における新製品・サービスの創出  

  ⇒「阪大等」における疾病データの収集   ⇒「うめきた」における未病データの収集 

連携・調整
の状況 

＜府と大阪市の関係＞ 
・相互に連携。特に、「医療介護ロボット」分野、「健康科学・予防医学」分野では、それぞれの強みを活かして適切な役割分担を図る。 

＜府と堺市の関係＞ 
・堺市は基本的にバイオ振興施策を行っていない。 

※大阪市、堺市についてはホームページ等を参考に作成。 

 大阪府は、北大阪における大学、研究機関やバイオ関連企業の集積を活かし、産学官連携のもと先端医薬品や革
新的医療機器、先進医療技術などの開発促進に取り組んでいる。 

 大阪市は、「うめきた」において、特にロボットテクノロジーの開発や健康科学関連のビジネスモデル創出に向けて
取り組んでいく方向。 

取組状況 
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◆参考３：企業誘致 

※大阪市、堺市についてはホームページ等を参考に作成。 

区分 大阪府 大阪市 堺市 

概要 

◆府域における企業立地の促進 ◆市域における企業立地の促進 ◆市域における企業立地の促進 

◎上記のもと、企業立地インセンティブとして、
企業立地促進補助金（先端産業補助金、
外資系企業等進出促進補助金、府内投資
促進補助金）、産業集積促進税制（不動
産取得税の軽減）、産業立地促進融資を活
用して企業立地を促進 
◎府内外・国内外企業に対する誘致活動や
関係機関とのネットワークにより、企業の投資情
報を収集するとともに、府内での投資環境・立
地魅力をPR   

◎「大阪駅周辺地区」と「夢洲・咲洲地区」
を成長戦略拠点として、次世代産業のさら
なる集積と新産業の創出を促進 
◎市の重点産業分野（グリーンイノベーショ
ン分野、ライフイノベーション分野等）の投資
促進（企業・大学等立地促進助成制度
等） 
◎その他、IBPC大阪企業誘致センターにお
けるビジネス・サポート・オフィスの提供など、
産業支援制度あり 
 

◎臨海部の工業専用地域・工業地域にお
いて工場等投資を誘導（堺市企業立地促
進制度による固定資産税、都市計画税、
事業所税の不均一課税） 
◎市都心地域を中心に企業等の新たな事
業所等の開設を促進（都心地域業務系
機能集積促進事業補助金） 
◎その他、工場立地法の緑地面積率の緩
和など、市全域における企業立地に関するｻ
ﾎﾟｰﾄあり 
 

現在の連携・
調整の状況 

＜府と大阪市の関係＞ 
・臨海部における先端産業の大規模工場の誘致、市域での先端研究所投資の促進、本社機能流出防止等で、幅広く連携して取組み 
・外資系企業誘致においては、府・大阪市・大商で共同でO-BIC（大阪外国企業誘致センター）を設立し、ワンストップサービスを実施 
・夢洲・咲洲について、府・市・経済団体で「夢洲・咲洲地区企業等誘致協働チーム」を発足し、企業誘致活動を展開 
＜府と堺市の関係＞ 
・堺・泉北ﾍﾞｲｴﾘｱにおいて、エネルギーや高性能素材等産業の設備投資促進で連携した取組み 
・堺・泉北臨海ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ企業と府・堺市・高石市により、都市型ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾞﾅｰﾄの形成に向け、「堺・泉北ベイエリア新産業創生協議会」を設立
し、企業間連携・産学連携の推進、人材育成、地域魅力・活力の情報発信の取組み 

取組状況 
 企業誘致は、そのものが政策目的でなく、まちづくりや産業振興のビジョンを具体化する手段（ツール）の一つ。 

 りんくうタウン等の府内産業拠点の契約率が９割を超える中、大型の投資に対応できる大規模な工場用地は、大阪市港湾局
が開発中の夢洲産業・物流用地（2012年度募集開始）、ハイテクベイプラン（H17年）対象の住之江区平林北地区の民間用地、
彩都中部地区（開発準備中）となっている。 

 現在、将来の大阪産業を牽引する成長産業分野（ﾊﾞｲｵ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、新ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境）の先端的な工場・研究所や外資系企
業の誘致とともに、市町村のまちづくりや産業振興施策と連携して、大阪でがんばる中小ものづくり企業の投資促進に取組ん
でいるところ。今後、誘致対象について高付加価値型のサービス業等にもウィングを広げつつ、大阪の成長に資するターゲッ
トに重点化し、戦略的なアプローチ方策について検討中。 

前提 
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◆参考４：ものづくり 

区分 大阪府 大阪市 堺市 

概要 

◆中小ものづくり企業の高度化支援 ◆ものづくり企業の競争力強化 ◆ものづくりの振興・支援 

◎東部大阪をはじめ府内に広く集積するも
のづくり産業全般を振興。 
 
◎ＭＯ；ＩＯにおいて、産産・産学とのマッ
チング、技術革新支援、総合相談、知財
支援、交流事業を実施。 
 

◎（財）大阪市都市型産業振興セン
ターと連携して実施。 
 
◎技術系OBによる企業マッチング、大学・
研究機関とのマッチング、知的財産相談
窓口、賃貸工場、ロボット・ラボラトリーの
運営等を実施。 

◎（財）堺市産業振興センターと連携
して実施。 
 
◎企業間のマッチング、技術コンクール、
産学連携支援、専門家派遣事業等を
実施。 
 

連携・調整の
状況 

＜府と大阪市、堺市との関係＞ 
・施策の企画・実施等にあたり、個別に情報交換を行っている。 

※大阪市、堺市についてはホームページ等を参考に作成。 

 ものづくり振興施策は大阪府及び大阪市をはじめ産業集積が高い市町村がそれぞれ実施している。 

 府は基盤技術を中心に技術からマッチングまで一環した支援を実施。大阪市、堺市においても地域の実情に応じても
のづくり企業への支援を実施。 

 企業への技術支援では一定棲み分けはあるが、大阪府立産業技術総合研究所と（地独）大阪市工業研究所が連携
して実施している。 

取組状況 
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◎都市計画  
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◆問題意識 

◎大阪市域を1つのｴﾘｱとして都市計画区域を設定。
結果として、府は市域外、市は市域という区域分断
的な考えのもと、都市づくりが進められているのではな
いか 

●人口減少や少子高齢化など社会情勢の変化、減
災の視点などを踏まえ、関西圏成長の中枢機能を担
える都市づくりを進める必要がある 

【課題認識】 
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◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方（粗い整理）～ 

①政令市への更なる権限移譲を進め、連携を強化 
②広域に一元化 
③広域と基礎の役割を再精査し、新たな役割分担のもと、協
議の場を設置し、戦略を共有 

◇現行制度のもとで、連携・協調すれば解決できるのか 
◇統一的な戦略のもと府域で一体的な都市計画を進められ
るよう、広域自治体と基礎自治体の役割を再精査するなど、
制度の再構築が必要なのか 

【論点】 

【今後のあり方】 
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ） 

政令市に権限移譲し 
連携を強化 

広域に一元化 
（広域機能が必要な都市計画） 

新たな枠組みを構築し 
府市で戦略を共有 

概要 

・都市計画権限をまちづくりの
主体である政令市及び一般
市町村に移譲（地方分権推
進計画H24.4～） 
・その上で連携を強化 

・広域的な視点が必要な都市
施設や拠点開発などについて、
広域自治体に権限を一元化 

・府市の役割を再整理し、都
市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを実効
性の高い具体的な都市づくり
戦略に転換 
・広域と基礎が協議し戦略を
共有 
・その上で基礎が具体の都市
計画を決定 

効果 
◎地域に根差したまちづくりが
可能になるのではないか 

◎府域ﾄｰﾀﾙで一体的な都市
計画決定が可能になるのでは
ないか 

◎府域全体としての統一性の
確保と、それぞれの地域に即し
たまちづくりの両者の整合性が
図れるのではないか 

課題 

□現行のように府市で区域分
断的な都市計画が常態化 
□都市として一体性が図りにく
いのではないか 

□住民参加のまちづくりの流れ
（基礎への権限移譲）からど
うか 
□都市計画法の改正が必要 

□戦略の実効性をどのような
形で担保するのか 
⇒都市計画権限は基礎 
□市町村と戦略を共有する仕
組みづくり（協議の場、権限の
整理など）が大きなﾃｰﾏ 
⇒新たな制度の構築が必要 
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 事業概要 

大阪駅北大深東地区 
（大阪市：大阪駅北ヤード） 

【参考】東京・大手前地区 
（東京都千代田区：東京駅北側） 

計画面積：約24ha（梅田貨物駅区域） 
    都市再生緊急整備地域内 
事業主体：独立行政法人都市再生機構 

【概要】 
梅田貨物駅跡地「最後の一等地」 
魅力あるまちの早期実現を目指すため開発連携により、
都市機能の更新を図る。 
現在、約8.6haが先行開発 

計 画 面 積 ： 約 1 3 h a （ 合 同 庁 舎 跡 地 他 ） 
      都市再生緊急整備地域内 
事業主体：独立行政法人都市再生機構 

【概要】 
東京駅近隣の国際金融・情報通信などのオフィスが樹立す
るエリア。老朽化した建物を連鎖的に建替え、グローバル
ビジネス拠点として再生を図る。 

主
な
都
市
計
画
決
定 

土地区画整理 
事業計画 

大阪市決定（大阪府知事同意） 
⇒（新法）同意が協議に 

千代田区決定（東京都知事同意） 
⇒（新法）同意が協議に 

用途地域 
大阪市決定（国交大臣同意） 
⇒（新法）大阪市決定（国同意不要） 

東京都決定（国交大臣同意） 
⇒（新法）東京都決定（国同意不要） 

都市再生特別地区 
 
 

  

大阪市決定（国交大臣同意）  
【大阪府知事は意見】 
⇒（新法）旧法と同じ 

東京都決定（国交大臣同意） 
⇒（新法）旧法と同じ 
 

地区計画 
 
  

大阪市決定（大阪府知事同意） 
⇒（新法）同意が協議に 

千代田区決定（東京都知事同意） 
⇒（新法）同意が協議に 

 
 
 
 
 
 
 
 

独自のまち 
 づくりのルール 
 

用途地域に基づく
用途容積率等の規
制を適用除外 

※新法とは、 
H24．4施行予定の都市計画法のこと 

◆参考１：政令市に権限移譲（ｲﾒｰｼﾞ） 

■拠点開発事業における都市計画決定権限（H24.4～） 
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●東京都23区内の用途地域の都市計画決定権限（都決定）について  
 ⇒新都市計画法（H24.4～予定）の改正にあたり、国は用途地域の権限を特別区および市町村へ移譲する案で進めていたが、東京
都から都市計画区域全域を対象に以下の意見が出されたことを踏まえ、23区内については、引き続き、東京都が権限を有することとなった 
  【東京都意見趣旨】 
   ・用途地域は、建築物の用途や容積を定め、都市のあり方を方向付ける基本的な都市計画 
   ・日本の心臓部・頭脳部の役割を担ってきた、一体的な機能を発揮させる都市づくりが困難になる 
   ・そうなれば、東京はもとより、首都圏の活力低下、ひいては日本全体の国際競争力の失墜を招くおそれがある 

23区 政令市 

用 途 地 域 
都市再生特別地区 

 
高 速 道 路 
一 般 国 道 
都 市 高 速 鉄 道 

都市計画 

政令市決定 都決定 

◆参考２：大阪府と東京都の都市計画決定の違い 

●都市計画法では、政令市は都道府県並みの権限を有し、特別区は市町村とほぼ同様の扱い 
●地方分権改革による都市計画法改正後は、大阪市域の府の権限は、区域マス、流域下水道、一級河川に限定 
●東京都は、23区内において、以下の広域的な都市計画を担っている 
 ⇒区域マス、区域区分、用途地域、都市再生特別地区、高速鉄道、一般国道、都道、都市高速鉄道、流域下水道、一級河川 等 

●大阪は、都心部から市街地が連担し府域一体的な都市活動が行われていることから、東京都と同様の都市計画権限を
有することで、一体的な都市づくりを図るべき 

現状（H24.4からの制度では） 
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新都市計画決定区分（H24.4～予定） 
※現在、国において権限の見直し作業中 
（◎は国同意あり、○は国同意なし） 

大阪府 東京都 

  

広域自治体へ
の一元化の考え

方 
(※大阪市域） 

(案） 
 

  

 
備 考 

（計画地が大阪市
内） 

（計画地が23区
内）  

府決定 
指定市決

定 
都決定 区決定   広域 基礎 

  

都市計画区域の整備・開発及び保全の方針 
（都市計画区域マスタープラン） 

◎   ◎     ●     

区域区分（線引き）   ◎ ◎     ●     
都市再開発方針等   ○ ○     ●     
地域地区                 

  

用途地域    ○ ○     ●   
・府域は都心部から市街地が連担し、一体の都市活動が行われてい
ることを踏まえ、広域自治体が担うべき 

都市再生特別地区   ◎ ◎     ●     
臨港地区 特定重要港湾   ◎ ◎     ●   ・阪神港（ｽｰﾊﾟｰ中枢港湾）は将来的には関西州 
  重要港湾   ○ ○     ●     
流通業務地区   ○ ○     ●     
近郊緑地特別保全地区   ◎ ◎     ●     

風致地区,緑地保全地域,特別用途地区,高度地
区,防火準防火地域,景観地区等 

  ○   ○     ●   

都市施設                 

  

道路 

高速道路・阪神高
速 

  ◎ ◎     ●   
・新名神高速等いわゆる国幹道は、より広域的視点が必要であり、最
終的には関西州が都市計画を担うべき 

一般国道   ◎ ◎     ●     
府・都道   ○ ○     ●     

都市高速鉄道   ◎ ◎     ●   
・リニア鉄道は、広域的視点が必要であり、最終的には関西州が都市
計画を担うべき 

公園・緑地   墓園・広場   ○   ○     ● （広域自治体が設置するものは除く） 

下水道 
流域下水道 ○   ○     ●     
公共下水道   ○   ○     ●   

水路 
一級河川 ◎   ◎     ●     
二級河川・運河   ○ ○     ●     
準用河川・水路   ○   ○     ●   

市街地開発事業                 

  
区画整理事業、再開発事業   ○   ○   ● ● ・広域的影響のある重要な拠点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、一連の都市計

画を広域自治体が担うべき（一連の都市計画とは、用途地域、地域
地区、市街地開発事業、地区計画などを想定） 

新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業新
都市基盤整備事業 

  ○ ○     ●   

地区計画                 

  再開発促進区、沿道再開発等促進区3ha越   ○ ○     ● ●  
・3ha未満においても、広域的影響のある重要な拠点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等に関
するものは、広域自治体が担うべき 

  上記以外の地区計画   ○   ○     ●   

◆参考３：広域に一元化（ｲﾒｰｼﾞ） 
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◆参考４：府市で戦略の共有（ｲﾒｰｼﾞ） 

●統一された戦略・計画のもと、「選択と集中」により、府域ﾄｰﾀﾙで投資の重点化を図る 
 ⇒例えば、4つの都市計画区域を府域全体で1つの都市計画区域に再編 
●都市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを具体的な都市づくり戦略に転換。政令市及び一般市町村と協議し戦略を共有 

区域ﾏｽの概要 

大阪府の都市計画区域 

統一した戦略・計画 
（都市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ） 

24 

府と市町村の協議の場 

大阪都市 
づくり戦略 

市町村との協議 
戦略を共有 



◎道   路  
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◆問題意識 

◎しかしながら、高速道路にはﾐｯｼﾝｸﾞﾘﾝｸが存在 
◎また、幹線道路などの整備については、府市の方針
の違いから、事業の優先順位付けが異なるなど、道路
ﾈｯﾄﾜｰｸの形成が、ｽﾑｰｽに進んでいないのではないか 

●我が国の成長を牽引する都市として、大阪がその
役割を果たすためには、関西圏の成長を支える物流・
交通ﾈｯﾄﾜｰｸ機能の強化が急務 

【課題認識】 
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①現行制度を前提に連携・協調を強化して取組みを進める 
②政令市にさらに権限移譲（ex.市域内に国道（指定区
間）を移管） 
③広域自治体と基礎自治体の役割分担を徹底 
④関西広域連合と基礎自治体に管理道路を仕分け 

◇府市の財政状況が厳しいことだけが原因なのか 
◇道路の整備・維持管理の方針に差異があるからなのか 
◇方針に違いがあるとしても、現行制度のもとで、連携・協調
すれば解決できるのか 
◇それとも府市の構造に問題があり、新たな制度を構築する
必要があるのか 

【論点】 

【今後のあり方】 

◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方（粗い整理）～ 
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幹線道路 生活道路 

C路線 

B路線 

A路線 

幹線道路 

【“大阪府”の優先順位付けの考え方】 【“大阪市”の優先順位付けの考え方】 

方針の違い ≪広域的視点≫ 
≪広域的視点≫＋ 
≪市域の視点≫ 

◆参考１：府市の方針の違い（ｲﾒｰｼﾞ） 
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種別 運営主体・道路管理者 
路線数 

延長 
〔ｋｍ〕 

管理体制 
道路の区分 シェア 

有
料
道
路 

高
速
道
路 

ネクスコ 高速自動車国道 ５ １２０ 

阪神高速 府道、市道 １０ １４０ 

公社 国道、府道、市道 ７ ２４ 

高速道路・有料道路 計 〔①〕 ２８４ １％ 

一
般
道
路 

国 一般国道（指定区間） １０ ２２２  １％ 国道事務所＋４出張所 

府 １９８ １，５３５  ８％ ７土木事務所 

一般国道（指定区間外） １５ ３２８ 

主要府道 ４６ ６６３ 

一般府道 １３７ ５４４ 

大阪市 １１，８６５ ３，８４９ ２０％ ７工営所 

一般国道（指定区間外） ６ ６３ ２％ 

主要府道 １４ １１５ 

一般府道 １４ ６８ 

主要市道 １４ ９５ 

一般市道 １１，８１７ ３，５０８ １８％ 

堺市 ２，０３８ １１％ ３地域整備事務所 

一般国道（指定区間外） ２ １４ １％ 

府道（主・一の内訳不明） ３５ １９２ 

市道（主要市道なし） ９，８１７ １，８３２ １０％ 

市町村（政令市を除く） １１，４０９ ５９％ ４１市町村 

一般道路 計 〔②〕 １９，０３３ ９９％ 

合計 〔①＋②〕 １９，３１７ １００％ 

◆参考２：道路管理の現状   
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ）①～現行制度を前提に連携・協調～ 

道路種別 管理主体 
管理主体 
（ｲﾒｰｼﾞ） 

効果と課題（ｲﾒｰｼﾞ） 

高速道路 
（高規格幹線道路） 

国 
（NEXCO） 

国 
（NEXCO） 

【効果】 
◎府市で連携・協調できれば効
果的な道路整備・管理が進む
のではないか 
【課題】 
□法整備等の必要はないが、 
府市協議の場の設置など連携・
協調の仕組みづくりが必要 
□利益が相反すれば、連携・協
調に相当な時間を要し、結果と
して道路整備が遅れるのではな
いか 

高速道路 
（都市圏高速） 

府・政令市 
（阪神高速） 

府・政令市 
（阪神高速） 

国道（指定区間） 国 国 

国道（指定区間外） 府・政令市 府・政令市 

主要府道 
主要市道 

府・政令市 府・政令市 

一般府道 
一般市道 

府・政令市 府・政令市 

市町村道 政令市 政令市 

≪現状≫ ≪将来の方向性（ｲﾒｰｼﾞ）≫ 
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ）②～政令市にさらに権限移譲～ 

道路種別 管理主体 
管理主体 
（ｲﾒｰｼﾞ） 

効果と課題（ｲﾒｰｼﾞ） 

高速道路 
（高規格幹線道路） 

国 
（NEXCO） 

国・府・政令市 

【効果】 
◎市域内の幹線道路や生活道
路については、市域の視点で一
体的にﾈｯﾄﾜｰｸの形成が図れるの
ではないか 
◎現行の政令市制度で対応可
能 
【課題】 
□府域全体でみると、府は広域
的な視点で、市は市域の視点で
道路の整備・管理を進めることか
ら、結果として、ﾈｯﾄﾜｰｸの形成が
図りにくいのではないか 

高速道路 
（都市圏高速） 

府・政令市 
（阪神高速） 

国道（指定区間） 国 

府・政令市 

国道（指定区間外） 府・政令市 

主要府道 
（主要市道） 

府 
（政令市） 

一般府道 府・政令市 

一般市道 政令市 政令市 

≪現状≫ ≪将来の方向性（ｲﾒｰｼﾞ）≫ 

31 



◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ）③～広域自治体と基礎自治体の役割分担を徹底～ 

道路種別 管理主体 
管理主体 
（ｲﾒｰｼﾞ） 

効果と課題（ｲﾒｰｼﾞ） 

高速道路 
（高規格幹線道路） 

国 
（NEXCO） 国 

＋ 
広域自治体 【効果】 

◎高速道路及び幹線道路は、
広域的視点で整備・管理が可能
になるのではないか 
【課題】 
□政令市権限の一部見直しによ
る道路関係法令の改正が必要 

高速道路 
（都市圏高速） 

府・政令市 
（阪神高速） 

国道（指定区間） 国 

広域自治体 国道（指定区間外） 府・政令市 

主要府道 
（主要市道） 

府 
（政令市） 

一般府道 府・政令市 

基礎自治体 
 

（行政区等）     
※ 

【効果】 
◎住民ﾆｰｽﾞをしっかりと反映させ
た、きめ細かな道路の整備・管理
が可能になるのではないか 
【課題】 
□基礎自治体間で道路の整備・
管理水準に差が生じるのではな
いか 

一般市道 政令市 

≪現状≫ ≪将来の方向性（ｲﾒｰｼﾞ）≫ 

※基礎自治体(行政区等)については都市内分権で行政区に移管、もしくは行政区を普通地方公共団体または特別地方公共団体にすることも考えられる(以下同じ) 
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ）④～関西広域連合と基礎自治体に管理道路を仕分け～ 

道路種別 管理主体 
管理主体 
（ｲﾒｰｼﾞ） 

効果と課題（ｲﾒｰｼﾞ） 

高速道路 
（高規格幹線道路） 

国 
（NEXCO） 

関西広域連合 

【効果】 
◎関西ﾜｲﾄﾞで高速道路はじめ
幹線道路の整備・管理が可能に
なるのではないか 
【課題】 
□現在、府や政令市で整備・管
理している国道（指定区間外）
や主要府道まで広域連合でｵﾍﾟ
ﾚｲﾄすべきなのか 

高速道路 
（都市圏高速） 

府・政令市 
（阪神高速） 

国道（指定区間） 国 

国道（指定区間外） 府・政令市 

主要府道 
（主要市道） 

府 
（政令市） 

一般府道 府・政令市 

基礎自治体 
 

（行政区等）    
        ※ 

【効果】 
◎住民ﾆｰｽﾞをしっかりと反映させ
た、きめ細かな道路の整備・管理
が可能になるのではないか 
【課題】 
□基礎自治体間で道路の整備・
管理水準に差が生じるのではな
いか 

一般市道 政令市 

≪現状≫ ≪将来の方向性（ｲﾒｰｼﾞ）≫ 
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◆参考：新たなPPP/PFI制度を活用した阪神都市圏高速道等の一体的運営に関する提案 

高速道路利用者

民間事業者

高速道路施設（道路本体）

新たな都市圏高速道路運営主体

通行

事業権を付与

＋インセンティブ

関連施設の利用料金

新規路線の新設・改築、

既存路線・新規路線の料金徴収・維持管理・運営

施設を所有

（新規路線）

(独)日本高速道路保有・

債務返済機構 等

地方公共団体【本来道路管理者】
（大阪府・兵庫県・大阪市･神戸市・堺市）

事業許可等のガバナンス

施設を所有

（既存路線）

関連施設（SA・PA等）
関連施設の新設・改築、維持管理・運営

利用
高速道路の通行料金

民間投資家
銀行等金融機関

借入等

返済等

新設高速道路施設の債務

既存債務の返済先

債務返済

「競争的コンセッション」
※高速道路運営のノウハウを有する
現行の高速道路会社の参画も可

既存高速道路施設に

対する対価（コンセッショ

ン・フィー）の支払い

既存高速道路
施設の使用料
（リース料）

施設の貸付

高速道路利用者

民間事業者

高速道路施設（道路本体）

新たな都市圏高速道路運営主体

通行

事業権を付与

＋インセンティブ

関連施設の利用料金

新規路線の新設・改築、

既存路線・新規路線の料金徴収・維持管理・運営

施設を所有

（新規路線）

(独)日本高速道路保有・

債務返済機構 等

地方公共団体【本来道路管理者】
（大阪府・兵庫県・大阪市･神戸市・堺市）

事業許可等のガバナンス

施設を所有

（既存路線）

関連施設（SA・PA等）
関連施設の新設・改築、維持管理・運営

利用
高速道路の通行料金

民間投資家
銀行等金融機関

借入等

返済等

新設高速道路施設の債務

既存債務の返済先

債務返済

「競争的コンセッション」
※高速道路運営のノウハウを有する
現行の高速道路会社の参画も可

既存高速道路施設に

対する対価（コンセッショ

ン・フィー）の支払い

既存高速道路
施設の使用料
（リース料）

施設の貸付

●競争的コンセッション方式の導入 
・高速道路運営のノウハウを有する民間事業者に事業権を付与し、阪神都市圏の高速道路を一体的に管理・運営。料金
収入や新たな事業展開による収益を原資に「ミッシングリンク(高速道路の不連続区間)」の早期整備を行う 
・施設の所有権を移転せず、民間事業者に事業運営に関する権利（事業権）を長期にわたって付与する「コンセッション方
式」の導入をめざす 

【事業権】 

①既存路線・新規路線の料金設定権及び料金徴
収権 

②料金収入を原資として新規路線（ミッシングリン
ク）を整備する権利 
③既存路線・新規路線の維持管理を行う権利 

④道路資産（ＳＡ・ＰＡ、高架下等）や周辺地を活用
した収益事業を行う権利 

≪イメージ≫ 
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◎港   湾  
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◆問題意識 

◎世界、ｱｼﾞｱの港湾が発展する一方で、日本の港湾の
地位は相対的に低下 
◎大阪湾諸港は複数主体で管理されているが、国際ｺﾝ
ﾃﾅ港湾である阪神港を含め、堺泉北港や尼崎西宮芦屋
港の港湾機能の集約化を図り、世界と伍して競争できる
体制を構築すべきではないか 

●大阪湾諸港のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを最大限に活用した国際競争
力の強化 

【課題認識】 

36 



◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方（粗い整理）～ 

①現行方針のもとで連携・協調を強化 
②港湾の事業運営を民間に委託 
③関西広域連合に一元化 

◇現行制度のもと連携・協調すれば解決するのか 
◇統一的な戦略のもと一体的な港湾の管理運営がすす
めれるような仕組み・制度が必要なのか 

【論点】 

【今後のあり方】 
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現行方針のもとで 
連携・協調を強化 

港湾の事業運営を 
民間に委託 

関西広域連合に 
港湾の管理運営を一元化 

概要 

・国際ｺﾝﾃﾅ戦略港湾に選定されて
いる阪神港（大阪港、神戸港）
は民間事業者に行政財産を貸与
し事業運営を委託 
・堺泉北港は大阪府が、尼崎西宮
芦屋港は兵庫県が管理 

・港湾経営の一体化を図るため、
事業運営を民間に委託 
・港湾の管理主体は現行どおり 

・関西広域連合が大阪湾諸港の
管理主体となって、事業運営を民
間事業者に委託 

効果 
◎大阪港は阪神港として国際競
争力の強化が期待できるのではな
いか 

◎阪神港、堺泉北港及び尼崎西
宮芦屋港の港湾機能を効果的に
活用できるのではないか 
◎民間的発想で4港湾の機能を
効率的に発揮できるのではないか 

◎関西広域連合が大阪湾諸港そ
れぞれの強みを踏まえて統一した戦
略を策定することが可能になるので
はないか 
◎民間的発想で4港湾の機能を
効率的に発揮できるのではないか 

課題 

□堺泉北港の機能が十分に活か
されないのではないか 
□大阪湾諸港ﾄｰﾀﾙとしての機能が
発揮されないのではないか 

□4港湾の機能や特性の違いなど
から、一体的に事業運営を民営化
できるか見極める必要がある 

□利益が相反する場合など、連
携・調整を越えて、戦略性のある一
体的な計画を策定できるか 

◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ） 
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◆参考：大阪湾諸港の管理運営ｲﾒｰｼﾞ 

【現 在】 
①経営・運営 

・施設の所有者；各行政（管理者） 
⇒神戸市（神戸港）、兵庫県（尼崎西宮
芦屋港）、大阪市（大阪港）、大阪府（堺
泉北港） 
・課題；各行政による予算のしばり 

⇒各行政ごとの施設配置（重複投資・ア
ンバランス） 
⇒法・条例等にしばられた柔軟性の低い
経営対応 

 
②利用 

・課題；利用できる施設配置がばらばら
のため、施設利用の非効率性が発現 

【将 来】 
☆経営の民営化 ～行政主導から民間主導へ～ 

・経営に民間の知恵・工夫を導入し効率化 

 ⇒利用料金の低廉化 

 
☆経営・運営の一元化 ～スケールメリットを活かす～ 

・スケールメリットを活かした貨物の更なる集積、利
用者ニーズへの柔軟な対応 

 ⇒利用料金の更なる低廉化 

 ⇒利用者サービスの向上（手続きの一元化、利用
バースの確保など） 
 
☆行政体の一元化 ～湾内の縦割り管理排除～ 

・広域の利益を優先、意思決定・裁量権を一元化 

 ⇒埠頭再編による効率化（港湾機能の適正な施設
配置、投資の重点化など） 

大阪湾諸港の管理運営イメージ 

計 画 
（港湾計画等） 

【広域行政体の役割】 
●広域港湾計画の策
定 

●港湾管理に必要な権
限を保有⇒大阪湾内の
秩序・ルール 

●経営とは一線を画す
ため収益施設は保有し
ない。 

～現 在～ 

日常維持管理 

整 備 
（係留施設等） 

所有者 

施設運営者 
（許認可・オペ） 

大
阪
湾
ポ
ー
ト
オ
ー
ソ
リ
テ
ィ 

利用者；船社・港運事業者・メガオペ 

神戸市・公社 

<神戸港> 

兵庫県 
<尼崎西宮芦屋港> 

大阪市・公社 

<大阪港> 
大阪府 

<堺泉北港> 

【経営・運営主体の役割】 
●当該港湾の一体的経営 

●上物設備は自ら整備・運営 

●関連事業は自由に展開し、
収益性向上を目指す。 

●会社経営に関するマスタープ
ランを策定し適切に事業を展開 

★経営・運営の一元化 

利用者；船社・ターミナルオペレーター・メガオペ 

～将 来～ 

利用者 
（プレーヤー） 

広域行政体；関西州・関西広域連合.etc 

経営・運営主体；港湾運営会社 
★
経
営
の
民
営
化 
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◎鉄道（地下鉄）  

41 



◆問題意識 

◎地下鉄整備は市民の利便性向上重視により、新線整
備計画も市域内に特化。市民の交通移動手段としてはﾊﾞ
ｽ事業とも重複 
◎都心部への移動を強化する御堂筋線の複線化計画や、
空港や国土軸とのｱｸｾｽ強化への取組みに消極的 
◎料金は全国一高い。地下鉄事業は市域外の利用者収
入を市民に還元している構造になっているのではないか 

●都心部や空港、港湾等との結節を強化し、関西圏を支
える広域交通ネットワークを確立 
●利用者視点に立った質の高いｻｰﾋﾞｽ提供 

【課題認識】 
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◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方～ 

①現行制度のもとで連携・協調を強化 
②府市で新たな公的企業体を設置 
③民営化 

◇現行制度のもとで連携・協調により取組みを進めるのか 
◇府市で新たな公的企業体を設置して経営、もしくは民営
化するのか 

【論点】 

【今後のあり方】 
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◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ） 

現行制度のもとで 
連携・協調を強化 

府市共同法人の設置 民営化 

概要 

・府市の協議の場を整備する
など連携・協調を強化 
・市が市域のﾈｯﾄﾜｰｸ強化のた
め地下鉄ｻｰﾋﾞｽを提供 
・市域外は府が3ｾｸ設置等で
対応 

・府市が共同出資する法人
（府市広域法人（仮称））
が鉄道（地下鉄）の整備促
進など運営管理を行う 
・法人が広域的な戦略・計画
を策定し、一体的にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

・地下鉄を民間事業者に売却
し民営化（上下分離方式
（公設民営）、株式上場な
ど） 

効果 
◎市域の交通不便地で生活
する市民の利便性が向上する
のではないか 

◎広域的な視点から拠点との
結節、市域外延伸や相互乗
入れ等が促進されるのではな
いか 

◎民間感覚により効率的に地
下鉄ﾈｯﾄﾜｰｸが形成されるので
はないか 
◎運賃値下げによる利用者ｻｰ
ﾋﾞｽが向上するのではないか 

課題 
□拠点との結節、市域外延伸
や相互乗入等が進みにくいの
ではないか 

□法人設置に係る法的課題
の整理 
□責任の所在が不明確になる
のではないか 
⇒採算性が十分考慮されずに
赤字が膨張する可能性がある
のではないか 

□不採算路線の廃止などによ
り市民の移動手段が縮小され
るのではないか 
□利益最優先のため実際に
市域外延伸などが進むのか 
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累積欠損金の推移 （億円） 

累積欠損金

を解消 

（出典）： 「大阪市交通局 平成22年度決算見込み（速報）」 

資本剰余金の
取り崩しによ
り大幅に圧縮 

◆参考１：純損益と累積欠損金の推移 

●地下鉄事業は経営改善に取組み、8年連続の単年度黒字を達成（H22末見込み） 
●H22年度末には、累積欠損金が解消される見込み 
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営業キロあたり運輸収入 

営業キロあたり輸送人員 職員一人１日あたり輸送人員 

32.4 

21.4 

17.3 

0 20 40

東京メトロ 

東京都営 

大阪市営 

（千人） 

（出典） 市営と都営は「地方公営企業年鑑（Ｈ21年度決算）」 
       東京メトロは「有価証券報告書（Ｈ21年度決算）」 

職員一人あたり運輸収入 

収
益
性 

（千円） 

輸
送
効
率 

1,514  

1,125  

1,098  

0 1,000 2,000

東京メトロ 

東京都営 

大阪市営 

755 

681 

417 

0 500 1,000

東京メトロ 

東京都営 

大阪市営 

（人） 

35,242  

35,860  

26,442  

0 20,000 40,000

東京メトロ 

東京都営 

大阪市営 

（千円） 

◆参考２：輸送効率と収益性（東京の地下鉄との比較） 

●経営指標は、東京の地下鉄に比べ、輸送効率、収益性などが劣っており、不採算路線の見直しや職員数
の削減などにより、一層の経営改善を図ることが可能ではないか 
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◆参考３：路線別の収支状況（H21決算） 

●大阪市営地下鉄経営は御堂筋線への依存度が極めて高い。御堂筋線の経常利益（340億円）、輸
送人員（1,122千人/日）は他路線より突出 
 ⇒現在、御堂筋線の黒字で、千日前線、長堀鶴見緑地線及び今里筋線の赤字をｶﾊﾞｰ 

赤字幅の大きい今里筋線を次期整備路線に位置づけ 
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区間別料金 キロあたり運賃 

◆参考４：地下鉄運賃の比較（区間別・ｷﾛあたり） 

●大阪市営地下鉄は、都営地下鉄や東京メトロに比べ、“初乗り運賃”が高い 
●１区のキロ当たり単価は、都営の約1.6倍、東京ﾒﾄﾛの約2.5倍 
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◇ アクションプラン（大阪市交通局）におけるバス事業会計への財政支援の見通し 

37 36 35 30 28 27 

53 53 

35 

15 16 
17 

8 

0

20

40

60

80（億円） 

（出典） 「市営バス事業の改革プラン（アクションプラン）」 

Ｈ２０ 

実績 

Ｈ２１ 

実績 

Ｈ２２ 

予算 

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

繰入金 － － ３７ ３６ ３５ ３０ ２８ ２７ 

出資金 ５３ ５３ － － － － － － 

貸付金 － － ３５ １５ １６ １７ ８ ０ 

約４００億円の財政支援 

◆参考５：地下鉄事業からﾊﾞｽ事業への経営支援 

●バス事業は、大阪市民が主な利用者（市内７：市外３）で、市民サービスを優先（赤バスの導入な
ど）。結果として大幅な赤字 
●その解消策として、H22年度から「地下鉄事業会計」から「バス事業会計」への繰入金を実施 
●併せて、バス事業会計の資金不足に対応するため出資・貸付などの財政支援を実施 
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◎消   防  
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■東日本大震災では、人命救助や消火活動などにおい
て、強力な消防組織の大切さを痛感。こうしたことから、
大阪でも、有事の際にしっかりと消防活動を支える強力
な組織を構築すべきではないか 

【課題認識】 

●大規模災害対応にはヘリコプターや、大型高所放水車などの高
度資機材、人材育成等の更なる充実が必要ではないか 
●東京消防庁とは異なり、府内３３消防本部が基本的に対等の
立場で併存しているため、指揮命令系統が複線で存在 

52 

◆問題意識 



◆議論のﾎﾟｲﾝﾄ～論点と今後のあり方（粗い整理）～ 

①広域災害対策は広域自治体に一元化 
②政令市消防を発展的に改組し大阪消防庁を整備 
③市町村消防の廃止または府域自治体への委託により
全体の消防を一元化 
④基礎自治体による水平連携で実施 

◇現行制度のもとで連携・協調により対応するのか 
◇広域自治体と基礎自治体の役割分担を再精査す
るなど、制度の再構築が必要なのか 

【論点】 

【今後のあり方】 
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案 概  要 効果 課題 

：案 
（広域防災機
能を広域に） 

・通常火災・救急については基礎
自治体 
・広域災害（複数市町村）は広
域自治体が所管し指揮命令のもと
ﾊｲﾊﾟｰﾚｽｷｭｰ等高度機能を持つ 
 ・通常災害の指揮官 
 ・現状は33人（市町村長） 
 ・広域災害の指揮官は1人 
 ・設備は広域が一体的に整備 
 ・通常消防は市町村で整備 

◎地域の実情に応じた消防活動
は市町村長の指揮の下、遂行でき
るのではないか 
◎広域災害発生時には、広域自
治体の指揮のもと、迅速な活動が
遂行できるのではないか 

□広域災害発生時に広域自治
体と基礎自治体の消防活動との
連携が難しいのではないか 
□消防機能を横切りにすることがは
たして可能か 
□広域自治体が持つ消防の組織
運営（例：人材確保等）に工
夫が必要ではないか 
□消防組織法の改正が必要 

；案 
（政令市消防
の発展的改

組） 

・現行の政令市消防を母体にして
広域自治体消防に発展的改組 
 ・広域災害の指揮官は1人 
 ・設備は広域が一体的に整備 
 ・通常消防は市町村で整備 

◎同上 
◎A案に比べ、基礎機能を持つこ
とで、指揮の実効性が確保されや
すいのではないか 

□消防組織法の改正が必要 

＜案 
（府全体の消
防の一元化） 

・広域自治体に消防機能を一元
化する 
 ・広域災害の指揮官は1人 
 ・設備は広域が計画的に整備 

◎一元的な運営により、災害発生
時に全体を見渡した迅速な指揮が
可能になるのではないか 

□日常の消防が住民から遠い存
在になるのではないか 
□33市町村長との調整が難しい
のではないか 
□消防組織法の改正が必要（事
務委託なら不要） 

＝案 
（広域は機能
持たず） 

 

・基礎自治体が水平連携し組合
設立又は事務委託（引き続き基
礎自治体が消防機能を実施） 
 ・指揮官は1人（組合管理者又は受 
 託市長） 
 ・設備は組合で計画的に整備 

◎現行どおり基礎自治体が消防・
救急など現場を担当し、地域の実
情に応じた活動に期待できるので
はないか 

□迅速な指揮命令が難しいのでは
ないか（特に組合の場合） 
□実現には市町村の合意必要 

 

◆今後のあり方（検討ﾊﾟﾀｰﾝ） 
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現
行
の
消
防
広
域
化
の
取
組 

           

【基礎自治体（人口概ね30万人）】 
・高度救助隊 

【政令市】 
・特別高度救助隊 

【基礎自治体（人口概ね10万人未満）】 
・通常の消防隊、救助隊、救急隊 

【基礎自治体（人口概ね30万人未満）】 
・特別救助隊 

地下街火災など長時間を要する火災での救助事案
や、比較的規模の大きい事故（列車事故等）からの
救助事案等に対応 

 
一般建物火災、交通事故などでの救助事案に対応 

 

地震の倒壊家屋からの人命探索など、大規模災害 
救助事案に対応 

 

ＮＢＣ災害など特殊災害に対応 
【参考】ハイパーレスキュー（東京消防庁の消防救助機動 
     部隊の通称）は、ブルドーザー、パワーショベル等 
     の重機を保有するとともに、化学災害、航空機災 
     害など大規模、特殊災害に対応する車両も装備。 

現 行 

広域機能（消防）のイメージ 

Ａ 案 Ｃ 案 Ｄ 案 Ｂ 案 

   

    

（府内全域） （衛星市） （府内全域） （衛星市） （府内全域） （政令市域） 

【基礎自治体】 
 ・高度救助隊 

 ～通常の消防・救急 

【基礎自治体（区を含む）】 
・高度救助隊 
 ～通常の消防・救急 

【基礎自治体】 
 ・高度救助隊 

 ～通常の消防・救急 

                                            

【基礎自治体（消防組合）】 
 ・特別高度救助隊 

 ～通常の消防・救急 

【広域自治体】 
 
・特別高度救助隊 

【広域自治体】 
・特別高度救助隊 

 ～通常の消防・救急 

【広域自治体】 
・特別高度救助隊 

 ～通常の消防・救急 
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 通常火災・救急に
ついては基礎自治
体が担っている。 

 広域災害について
は協定に基づき大
阪市消防局を中心
に連携して対応し
ている。 

事実上、大阪市消防
局が広域的な指揮を
している。 

 市町村長の指揮の下、地域に密着した消防活
動を展開。 

 市町村境界周辺の消防・救急活動は相互の連
携でカバー。 

 危機管理上、消防や警察を一元的に管理する
ことが望ましいが、広域災害時には防災会議
において知事が災害対応の指揮を行うことが
可能。 

※防災会議：災害発生時に消防など応急対策に関する情報収集、連絡調
整を行うための会議。大阪市長、大阪市消防局長、陸自、警察などで構
成。 

【参考】 
  現在の取組みとして、府内消防を30万人規模で1消防とする広域化を進めている 

◆参考１：大阪における消防の現状など 
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東京消防庁 大阪府全体 （大阪市消防局） （堺市消防局） 

人口（千人） １２，９１７ ８，８８５ ２，６６３ ９１０ 

面積（㎢） １，７６４ １，８０４ ２２２ １６１ 

消防職員（定員数） １８，０８０ ９，９５０ ３，５６０ ９６３ 

人口１０万人あたり １４０．０ １１２．１ １３３．７ １０５．８ 

[東京との比較] １００．０％ ８０．０％ ９５．５％ ７５．６％ 

消防署 ８１ ７８ ２５ ９ 

出張所 ２１６ １７４ ６４ ９ 

消防団数 ５８ ３７ ０ １ 

分団数 ４３９ ３７０ ０ ３ 

団員数(定員数) １６，０００ １０，２０１ ７００ ５０ 

人口１０万人あたり １２３．９ １１４．８ ２６．３ ５．５ 

火災件数 ５，６０１ ３，２５４ １，２６６ ３３６ 

面積１㎢あたり件数 ３．２ １．８ ５．７ ２．１ 

[東京との比較] １００．０％ ５６．３％ １７８．１％ ６５．６％ 

◆参考２－１：東京消防庁、大阪府、堺市のデータ 
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東京消防庁 大阪府全体 （大阪市消防局） （堺市消防局） 

消防費予算額（百万円） ２５５，０２８ １１６，１５１ ４３，６７３ １０，４０５ 

人口１人あたり金額(円) １９，７４４ １３，０７３ １６，４００ １１，４３４ 

[東京との比較] １００．０％ ６６．２％ ８３．１％ ５７．９％ 

ポンプ車 ５３６ ３５８ １１４ ２９ 

はしご車 ８３ ８８ ２６ ５ 

化学車 ４２ ４４ ６ ６ 

大型化学車 ６ ５ １ ２ 

大型高所放水車 ５ ３ １ ２ 

消防艇 ９ ４ ３ １ 

ヘリコプター ７ ２ ２ ０ 

指揮権者 

市町村域内 知事 ３３市町村長* 市長 市長 

市町村域を越え、都道府県区域
内 

知事 受援市町村長 
（実質的に大阪市長） 

－ － 

都道府県域を越える場合 知事 知事（実施的に大阪市長） － － 

58 
＊ 一部事務組合の管理者等を含む。 

※ 平成２２年４月１日現在の全国消防長会会員のデータによる。（予算額は平成２０年度） 
     

◆参考２－２：東京消防庁、大阪府、堺市のデータ 


